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【はじめに】

地域リハビリテーション（以下，地域リハ）は，開

発途上国における地域住民を活用した障害の予防とリ

ハビリテーション（以下，リハ）や住みやすい地域づ

くりの活動としてWHO（1981年）が提唱した 1）．そ

の後，先進国の自立生活運動や障害者の消費者運動な

どの影響を受け 2），あらゆる地域や国でも通用する概

念に発展した 3）．

その活動には，保健医療だけでなく，福祉や教育，

職業など幅広い分野が含まれている3）．そのため，包

括的な対応にはコーディネータの存在が必要であり，

その役割としてリハ科医が期待されている．しかし，地

域リハの歴史が短いためか，概念についても様々な理

解が報告されている4）．そのため，地域リハ広域支援セ

ンターなどを中心に地域リハの研修が行われている5）．

日本リハビリテーション医学会（以下，リハ医学会）

障害保健福祉委員会でも地域リハのあり方やこの領域

におけるリハ科医の役割を検討してきた．地域リハ支

援事業への医師の参加は低調で教育啓発が必要と報告

されているが 5），リハ科医についての調査はない．そ

こで今回，地域リハに対するリハ科医の関わりの現状

と今後の可能性などについてアンケート調査すること

となった．

本調査の目的は，地域リハに対するリハ科医の関心

と参加の状況を明らかにし，リハ科医に対する教育研

修のあり方を検討することである．

【方　法】

リハ医学会会員（以下，会員）を対象に地域リハに

関するウェブ・アンケートを行った．会員に対するア

ンケートの周知はリハ医学会学術雑誌およびリハ

ニュース，リハ医学会発行のメールマガジンで行った．

実施期間は 2009年 1月 5日～ 3月 31日であった．

調査内容の概略を表 1に示す．

会員の属性として年齢，性別，勤務先を尋ねた．勤

務先の選択肢として「病院」「大学病院」「診療所」「介

護老人保健施設」「教育機関」「障害者支援施設」「更

生相談所」「その他」を挙げた．そのうち「病院」ある

いは「大学病院」と回答した場合には「回復期リハ病

棟」の有無も尋ねた．

「地域リハへの関心」については「非常にある」「あ

る程度ある」「あまりない」「全くない」の選択肢を挙げ

た．さらに，「非常にある」あるいは「ある程度ある」

を選択した回答者には「地域リハ活動への参加」の有

無を尋ねた．

地域リハ活動に参加していた場合には，参加内容を

「直接的援助活動」「組織化活動」「従事者や住民への

教育啓発活動」に分けて尋ねた（表 1）．今回の調査

では「直接的援助活動」に「退院時や往診時の対応」も

含めた．また，各活動の参加頻度を「しばしば実施」

「時々実施」「まれに実施」「行っていない」から選んで

もらった．

主な活動の場として，非常勤での活動も含めて表 1

に示す選択肢から重複回答で選択してもらった．ま
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た，「病院」を選択した回答者には，活動の場が「回

復期リハ病棟」か否かも尋ねた．

地域リハ活動に参加していなかった場合には，その

理由について質問した．理由は「時間的余裕がない」

「参加する場が分からない」「活動のノウハウが分から

ない」「職場の理解がない」「その他」の選択肢から重

複回答で選択してもらった．

「地域リハへの期待」について「非常にある」「ある程

度ある」「あまりない」「全くない」の選択肢を挙げ全

員に尋ねた．さらに，期待する分野についても尋ね

た．

統計処理には SPSS（11.5日本語版）を用いた．調

査項目のクロス集計では c2検定を行い，項目間の相

関関係の検定には Spearmanの順位相関係数を用い

た．有意水準は p＜0.05とした．

【結　果】

1．単純集計の結果

調査期間中のリハ医学会ホームページに登録してい

た会員（以下，ログイン会員）は 1,996名であり，ア

ンケートの回答者は 374名〔男性 306名（82％），女

性 67名（18％），不明 1名〕であり，すべて有効回答

であった．

回答者の平均年齢は 46±10歳（27～ 80歳）で，年

齢分布を図 1に示す．

勤務先では，「病院」〔230名（62％）〕と「大学病院」

〔86名（23％）〕で全体の 85％を占めた．これらのう

ち「回復期リハ病棟」の勤務医は 148名で，回復期リ

ハ病棟以外（以下，一般病棟）が 168名であった．

「地域リハへの関心」について，「非常にある」197

名（53％），「ある程度ある」159名（43％），「あまり

ない」17名（5％），無回答 1名であり，「全くない」

を選択したのものはいなかった（図 2）．「地域リハへ

の関心」が「非常にある」あるいは「ある程度ある」も

ののうち，地域リハ活動に参加した経験を持つものは

235名（66％，357名中），参加経験がないものは 122

名であった（34％，357名中）．

地域リハ活動に参加した経験のある 235名の参加頻

度を図 3に示すが，「直接的援助活動」への参加頻度

表　調査内容

1）会員の属性：性別，年齢，勤務先
2）地域リハへの関心
3）地域リハ活動への参加
　a）活動内容と参加頻度
 頻度の選択肢：「しばしば実施」「時々実施」「まれに実施」「行っていない」
 （ i）直接的援助活動（「退院時や往診時の対応」も含む）
 （ ii）組織化活動
 （iii）教育啓発活動
　b）主な活動の場（①～⑫の選択肢から重複回答）
 ● ①病院（大学病院も含む）
 ● ②診療所
 ● 行政組織：③保健所，④更生相談所，⑤市町村保健福祉
 ● 地域リハ関連指定機関：⑥都道府県リハ支援センター
 　　　　　　　　　　　　⑦地域リハ広域支援センター
 　　　　　　　　　　　　⑧高次脳機能障害支援拠点施設
 ● 老人関連施設：⑨介護老人保健施設，⑩老人福祉施設
 ● ⑪障害者支援施設
 ● ⑫その他
　c）参加頻度
　d）参加がない場合：不参加の理由
4）地域リハへの期待

図 1　年齢分布

図 2　地域リハへの関心
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が他の「組織化活動」「従事者や住民への啓発活動」

に比べて多かった．また，主な活動の場は「病院」

（57％）と「回復期リハ病棟」（46％），「地域リハ関

連指定機関」（38％）が多かった（図 4）．

地域リハ活動への参加経験がない 122名に「参加し

なかった理由」を尋ねたが，その結果，「参加する場が

分からない」67名（55％），「時間的余裕がない」65名

（54％）「活動のノウハウが分からない」57名（47％）

であった．さらに，条件が整えば参加するとしてもの

は 106名（87％，122名中）であった．

「地域リハへの期待」を回答者全員に質問したが，

「非常にある」と「ある程度ある」で全体の 96％で，高

い期待が示された．その期待する分野は「地域医療連

携」78％，「介護予防」57％などであった（図 5）．

2．クロス集計の結果

「病院」を活動の場とするリハ科医は若い年齢層に

有意に多かった（p＝0.021）．特に「回復期リハ病棟」

では若い年齢層が有意に多く（p＝0.048）（図 6），「一

般病棟」では有意の差はないものの若い年齢層が多い

傾向だった（p＝0.065）．それ以外の活動の場と年齢

層には有意の関係はなかった（p＞0.244）．

地域リハへの関心と年齢層の関係には有意の相関関

係は認められなかったが（p＝0.073），65歳以上で関

心が高い傾向が認められた．また，活動の場が「回復

期リハ病棟」や「地域リハ関連指定施設」の場合は，

地域リハへの関心が有意に高かった（p＝0.001，p＝

0.021）．

地域リハ活動への参加について，年齢層との関係で

は，年齢層が高くなるにつれて活動への参加が有意に

多くなっていた（p＝0.016）（図 7）．さらに，活動の

場が「回復期リハ病棟」や「地域リハ関連指定施設」の

場合には，活動への参加が有意に多かった（p＝0.005，

p＝0.000）．

地域リハの活動内容において，組織化活動と教育啓

発活動における参加頻度と年齢層の関係では，年齢が

高くなるにつれて活動への参加頻度が有意に多くなっ

ていた（いずれも p＝0.000）．直接的援助活動では有

意差は認められなかった（p＝0.846）（図 8）．

地域リハ活動に関心はあるが参加経験がない 122名

において，不参加の理由と年齢階層の関係も検討し

図 3　地域リハ活動への参加頻度

図 4　主な地域リハ活動の場
「病院」145名は「回復期リハ病棟」116名を含む．

図 5　地域リハに期待する分野

図 6　 地域リハの活動の場（回復期リハ病棟）
と年齢層の関係

Spearman順位相関 p＝0.048

図 7　地域リハ活動への参加と年齢階層の関係
Spearman順位相関 p＝0.016
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た．不参加の理由として「参加する場が分からない」

と回答したものは若い年齢層で有意に多く（p＝0.032）

（図 9），「活動のノウハウが分からない」の場合でも

若い年齢層に多い傾向だった（p＝0.075）．

また，「参加する場が分からない」と回答した者

（67名）を，年齢層と活動の場（「回復期リハ病棟」）

のクロス集計を行った．その結果，「一般病棟」で活

動している若い年齢層が「参加する場が分からない」

と多く回答していた．さらに，「回復期リハ病棟」に

勤務している者のうち「参加する場が分からない」と

回答したリハ科医が 55歳未満の各年齢層に 20％前後

存在していた（図 10）．

地域リハへの期待と年齢および主な活動の場とのク

ロス集計では有意差は認められなかった．

【考　察】

今回のアンケート調査はリハ医学会のホームページ

を使った最初のウェブ・アンケートであり，会員への

アンケート周知はリハ医学会学術雑誌，リハニュース

およびリハ医学会発行のメールマガジンであった．そ

のため，アンケート調査表を直接会員に送付する従来

の方法と異なり，アンケート実施が全ての会員一人ひ

とりに周知できたか疑問である．従って，アンケート

回収率はリハ医学会発行のメールマガジンを受信でき

るログイン会員数（1,996名）で，回答されたアンケー

ト数（374件）を除したものと考えるが，18.7％と極

めて低い数字となってしまう．

今回の回収率（18.7％）が低かった理由として，①

会員用ウェブシステムに対する関心が低い，②メー

ルマガジンから会員用ホームページにアクセスできる

URLが記載されていなかった，③アンケートに直接

アクセスできるシステムではなかったことも挙げられ

る．しかし，回答者の 96％が「地域リハへの関心」

について「非常にある」あるいは「ある程度ある」と

答えていることを考慮すれば，今回の回答者は地域リ

ハに関心の高い集団であり，会員総体としての地域リ

ハへの関心は低い可能性が高い．

地域リハへの関心があるリハ科医（357名）のうち，

図 8　地域リハ活動への参加頻度と年齢階層の関係
直接的援助活動：Spearman順位相関 p＝0.846，組織
化活動：Spearman順位相関 p＝0.000，教育啓発活動：
Spearman順位相関 p＝0.000

図 9　 地域リハ活動への不参加の理由と年齢
階層の関係

Spearman順位相関 p＝0.032

図 10　 「参加する場が分からない」と回答した
リハ科医の年齢層と活動の場（「回復期
リハ病棟」）の関係
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地域リハ活動への参加経験があるものは 66％であっ

たが，若いリハ科医ほど地域リハ活動への参加が少な

く，活動頻度においても「組織化活動」と「教育啓発

活動」で若い年齢層では低調だった．

わが国における地域リハ活動は，老人保健法（1983

年）によって市町村に機能訓練事業が義務化されるこ

とで全国的な展開となった 6）．各市町村では地域リハ

に関するモデル事業が実施され，医師を含めた多くの

職種が参加する機会が与えられた．しかし，介護保険

制度開始後，市町村のモデル事業は減少するととも

に，医療制度の改訂に伴い医療機関から地域に出て行

う地域リハ活動が困難になってきた．その結果，若い

年齢層のリハ科医は地域リハ活動に参加する機会が減

少し，特に，地域リハのノウハウを必要とする「組織

化活動」や地域に出て行う場合が多い「教育啓発活

動」の頻度が少なくなったと考える．

リハ科医の地域リハ活動への参加が有意に多かった

のは，活動の場が「地域リハ関連指定施設」だけでな

く「回復期リハ病棟」の時でもあった．今回の調査で

は，地域リハ活動の「直接的援助活動」に在宅生活に

必要なサービスの調整，福祉用具・住宅改修の処方な

ど医療機関における「退院時の対応」も加えた．その

ため，活動の場が「回復期リハ病棟」の時にも地域リハ

活動への参加が多くなったと考える．地域リハの概念は

病院など施設内リハの見直しから発達してきたこと7,8） 

から考えると，「病院」内での活動を地域リハ活動に

加えるべきでないという考えもあるだろう．しかし，

2つの活動はリハという戦略の中で連続した取り組み

であり4），医療機関から地域への「専門的サービス間

の移行」も地域リハの重要な課題となっている9）こと

から，「回復期リハ病棟」で日常的に行われている「退

院時の対応」は地域リハの考え方に沿うものと考える

べきであろう．

さらに，活動の場を年齢層で検討すると，「地域リ

ハ関連指定施設」では若い年齢層が少なく，逆に「回

復期リハ病棟」では若い年齢層が多かった．先に，若

い年齢層の地域リハ活動への参加が有意に少ないと述

べたが，「回復期リハ病棟」に若い年齢層が多いこと

や「回復期リハ病棟」での活動が地域リハの考え方に

沿うということから，「回復期リハ病棟」は若い年齢

層に対する地域リハの啓発に貢献できる場の 1つと考

える．

地域リハに関心がある者の約 1／3は地域リハ活動に

参加していなかった．今回の調査の回答者は地域リハ

に関心ある集団と前述したが，そのような集団でも参

加していないリハ科医が 3割程度存在することにな

る．しかも，「参加する場が分からない」，「時間的余

裕がない」，「活動のノウハウが分からない」という理

由で参加しておらず，その多くは条件が整えば参加す

ると回答していた．特に，「一般病棟」に勤務してい

る若い年齢層が「参加する場が分からない」と回答し

ていた（図 10）．従って，地域リハの活動の場を明確

にするとともに実践的な教育啓発が重要な課題となっ

てくる．これまで，地域リハ広域支援センターなど

「地域リハ関連指定施設」は主にリハ専門職やケアス

タッフに対する広報・研修活動を行ってきたが 5），若

い年齢層のリハ科医に対するプログラムも検討する必

要があるだろう．

「回復期リハ病棟」に勤務しているリハ科医でも，

若い年齢層において，「参加する場が分からない」と

いう理由で地域リハ活動に参加していない者が若い年

齢層に約 20％ずつ存在していた（図 10）．すなわち，

「回復期リハ病棟」で日常的に「退院時の対応」を

行っていても，それ自体が地域リハ活動と認識してい

ない若いリハ科医がある程度存在していることにな

る．従って，このようなリハ科医には回復期リハと地

域リハの関連に関する啓発も必要になるだろう．

リハ科医の地域リハへの期待は高く，期待する分野

として「地域医療連携」や「介護予防」が挙げられた．

これらは単に市町村の事業だけではなく，日常のリハ

医療や対応にも深く関連することであり，地域医療連

携や介護予防の意義についても研修を行う必要がある

だろう．

【まとめ】

今回，リハ科医に対する地域リハの意識調査を行っ

た．その結果，若い年齢層において地域リハ活動への

参加が低調であり，参加していない理由は「参加する

場が分からない」「時間的余裕がない」「活動のノウハ

ウが分からない」であった．しかし，その多くは条件

が整えば参加すると回答しており，若い年齢層を対象

とした教育啓発が必要と考える．

また，地域リハ活動は，地域で実施するものだけで

なく，リハ医療機関における「退院時の対応」も在宅

生活へのソフトランディングに向けた対応であり，地

域リハの考え方に沿うものである．しかし，今回の調
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査では，必ずしもこのような理解が得られている訳で

はなかった．従って，リハ医療機関も地域リハ活動の

場であることを強調しておく必要があるだろう．

今回の回答率の低さを考慮すると，地域リハへのリ

ハ科医の理解は十分とはいえない．地域リハへのリハ

科医の参画が強く求められている現在，「地域リハ関

連指定施設」の教育プログラムだけでなく，リハ科医

の系統的な教育プログラムに組み入れていくことが肝

要と思われる．

今回のアンケート調査にご協力いただきました会員の皆

様に深く感謝いたします．誌面の都合で，すべての項目，

特に自由記載分については掲載できませんでしたが，学会

のホームページなどを通して公表する予定です．皆様の貴

重なご意見は，今後の委員会の活動にも反映させていきた

いと思います．
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